
京 都 大 学 カ ウ ン セ リ ン グ セ ン タ ー 規 程 等 新 旧 対 照 表

改 正 前 改 正 後

京都大学カウンセリングセンター規程

（平成１６年達示第５８号）

（目的） （目的）

第１条 京都大学に、学生等及び職員の修学上、就 第１条 （同 左）

労上及び適応上の相談及び苦情等に応じるため、

カウンセリングセンターを置く。

（業務） （業務）

第２条 カウンセリングセンターは、学生等及び職 第２条

員の修学上、就労上及び適応上の助言等に関する

次の各号に掲げる専門的業務を行う。

(1) 個人相談、心理検査等 (1)

(2) グループ・カウンセリングその他の集団的技 (2)

法による指導

(3) 発達上、心理上、修学上又は就労上困難な状 (3)

況にある者及び危機的状況が予想される者の早 （同 左）

期発見と予防

(4) 修学、進路等に関する情報の提供及びオリエ (4)

ンテーション

(5) ハラスメントに関する苦情の申出及び相談並 (5)

びに部局相談員等からの相談等の対応

(6) 学生相談等に関する理論と実践についての調 (6)

査研究

２ 前項各号に掲げるもののほか、カウンセリング ２ 前項各号に掲げるもののほか、カウンセリング

センターは、ハラスメントの防止対策等に関する センターは、ハラスメントの防止対策等に関する

研究を行い、その研究成果に基づき、環境安全保 研究を行い、その研究成果に基づき、環境安全保

健機構の行う業務の支援を行うとともに、京都大 健機構の行う業務の支援を行うとともに、人権担

学人権委員会ハラスメント専門委員会に対し、ハ 当の理事（次項において「担当理事」という。）に

ラスメントの防止等に係る対応等について、助言 対し、ハラスメントの防止等に係る対応等につい

等を行うものとする。 て、助言等を行うものとする。

３ カウンセリングセンターは、第１項第５号の相 ３ カウンセリングセンターは、第１項第５号の相

談等を受けた結果必要と認めるときは、京都大学 談等を受けた結果必要と認めるときは、担当理事、

人権委員会ハラスメント専門委員会、本部の事務 本部の事務組織（国立大学法人京都大学の組織に

組織（国立大学法人京都大学の組織に関する規程 関する規程（平成１６年達示第１号）第５２条第

（平成１６年達示第１号）第５２条第１項に定め １項に定めるものをいう。）又は関係部局に対し、

るものをいう。）又は関係部局に対し、必要な対応 必要な対応を求めることができる。

を求めることができる。

（後 略）

京都大学における情報公開制度の実施に関す

る規程

（平成１３年達示第７号）

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規程は、独立行政法人等の保有する情 第１条 （同 左）

報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０

号。以下「法」という。）に基づく情報公開制度の

国立大学法人京都大学における実施に関し、必要

な事項について定める。



改 正 前 改 正 後

第２条 この規程において「法人文書」とは、法第 第２条

２条第２項に定めるものをいう。

２ この規程において「部局」とは、各研究科、各 ２

附置研究所、附属図書館、医学部附属病院及び各

センター（国立大学法人京都大学の組織に関する

規程（平成１６年達示第１号）第３章第７節、第 （同 左）

８節、第１０節及び第１１節に定める施設等をい

う。）をいう。

第２条の２ 本学における情報公開制度の実施に関 第２条の２

しては、法務担当の理事（以下「担当理事」とい

う。）が総括する。

（中 略）

（情報公開・個人情報保護委員会）

第１０条 担当理事は、開示決定等を行うに際して 第１０条 削除

は、必要に応じて、京都大学情報公開・個人情報

保護委員会（以下「委員会」という。）に意見を求

めるものとする。

（中 略）

（開示実施手数料の減免） （開示実施手数料の減免）

第２１条 担当理事は、法人文書の開示を受ける者 第２１条

が経済的困難により開示実施手数料を納付する資

力がないと認めるときは、開示請求１件につき２，

０００円を限度として、開示実施手数料を減額し、

又は免除することができる。

２ 開示実施手数料の減額又は免除を受けようとす ２

る者は、第１７条又は第１８条の規定による申出

を行う際に、併せて所定の申請書に必要な書面を
（同 左）

添付して提出しなければならない。

３ 前項の申出によるもののほか、担当理事は、開 ３

示決定に係る法人文書を一定の開示の実施の方法

により一般に周知させることが適当であると認め

るときは、当該開示の実施の方法に係る開示実施

手数料を減額し、又は免除することができる。

４ 前３項の場合において、必要と認めるときは、

担当理事は、委員会に意見を求めるものとする。

５ 担当理事は、開示実施手数料の減額又は免除を ４ 担当理事は、開示実施手数料の減額又は免除を

決定したときは、所定の様式により、申請者に通 決定したときは、所定の様式により、申請者に通

知するものとする。 知するものとする。

（権限及び事務の専決） （権限及び事務の専決）

第２２条 （略） 第２２条 （同 左）

（異議申立てに対する措置） （異議申立てに対する措置）

第２３条 担当理事は、開示決定等又は開示請求に

係る不作為について行政不服審査法（昭和３７年

法律第１６０号）による異議申立てが行われたと

きは、委員会に意見を求めるものとする。

２ 担当理事は、法第１８条の規定により情報公開 第２３条 担当理事は、法第１８条第１項の規定に

・個人情報保護審査会に諮問したときは、所定の よる異議申立てが行われ、同条第２項の規定によ

様式により、異議申立人その他法第１９条各号に り情報公開・個人情報保護審査会に諮問したとき

掲げる者（次項において「異議申立人等」という。） は、所定の様式により、異議申立人その他法第１

に通知しなければならない。 ９条各号に掲げる者（次項において「異議申立人

等」という。）に通知しなければならない。



改 正 前 改 正 後

３ 担当理事は、異議申立てに対する決定をしたと ２ 担当理事は、異議申立てに対する決定をしたと

きは、所定の様式により、異議申立人等に通知す きは、所定の様式により、異議申立人等に通知す

るものとする。 るものとする。

（移送された事案の取扱い） （移送された事案の取扱い）

第２４条 （略） 第２４条 （同 左）

（雑則） （雑則）

第２５条 この規程に定めるもののほか、本学にお 第２５条 この規程に定めるもののほか、本学にお

ける情報公開制度の実施に関し必要な事項は、委 ける情報公開制度の実施に関し必要な事項は、担

員会の議を経て担当理事が定める。 当理事が定める。

京都大学における個人情報の保護に関する規

程

（平成１７年達示第１号）

第１章 総則 第１章 総則

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規程は、独立行政法人等の保有する個 第１条 （同 左）

人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

９号。以下「法」という。）に基づき、国立大学法

人京都大学（以下「本学」という。）における個人

情報の取扱いその他個人情報の保護に関し必要な

事項を定める。

（中 略）

第２章 個人情報保護の管理体制 第２章 個人情報保護の管理体制

（総括保護管理者） （総括保護管理者）

第３条 本学に、保有個人情報の適正な管理を行う 第３条

ため、総括保護管理者を置き、法務担当の理事を

もって充てる。 （同 左）

２ 総括保護管理者は、本学における保有個人情報 ２

の管理に関する事務を総括する。

（中 略）

（開示請求書の補正） （開示請求書の補正）

第２１条 前条により提出された開示請求書に形式 第２１条 （同 左）

上の不備があると認めるときは、開示窓口（診療

情報開示窓口を含む。第２３条を除き、以下同じ。）

において、開示請求者に対し、相当の期間を定め

て、その補正を求めることができる。この場合に

おいて、開示請求者に対し、必要に応じて補正の

参考となる情報を提供するものとする。

（中 略）

（開示等の決定） （開示等の決定）

第２５条 総括保護管理者は、第２１条の規定によ 第２５条 総括保護管理者は、第２１条の規定によ

る補正に要した日数を除き、開示請求があった日 る補正に要した日数を除き、開示請求があった日

から３０日以内に、法第１４条から第１７条まで から３０日以内に、法第１４条から第１７条まで

に定める保有個人情報の開示、不開示又は拒否の に定める保有個人情報の開示、不開示又は拒否の

決定（以下「開示決定等」という。）を行うものと 決定（以下「開示決定等」という。）を行うものと

する。 する。

２ 総括保護管理者は、開示決定等を行うに際して

は、必要に応じて、京都大学情報公開・個人情報

保護委員会（以下「委員会」という。）に意見を求

めるものとする。



改 正 前 改 正 後

（中 略）

（権限及び事務の専決） （権限及び事務の専決）

第３１条の２ 総括保護管理者は、診療情報開示窓 第３１条の２ 総括保護管理者は、診療情報開示窓

口における開示請求に係る第２５条第１項及び第 口における開示請求に係る第２５条から第３０条

２６条から第３０条までに規定する権限及び事務 までに規定する権限及び事務について病院の保護

について病院の保護管理者に専決させる。 管理者に専決させる。

第２節 訂正 第２節 訂正

（訂正請求） （訂正請求）

第３２条 （略） 第３２条 （同 左）

（訂正請求書の補正等に係る準用） （訂正請求書の補正等に係る準用）

第３３条 第２１条から第２３条まで及び第３１条 第３３条 第２１条から第２３条まで及び第３１条

の２の規定は、訂正請求書の補正、訂正請求者へ の２の規定は、訂正請求書の補正、訂正請求者へ

の訂正請求書の写しの交付、保護管理者への訂正 の訂正請求書の写しの交付、保護管理者への訂正

請求書の写しの送付及び訂正請求に係る権限及び 請求書の写しの送付及び訂正請求に係る権限及び

事務の専決について準用する。この場合において、 事務の専決について準用する。この場合において、

第２１条から第２３条までの規定中「開示請求書」 第２１条から第２３条までの規定中「開示請求書」

とあるのは「訂正請求書」と、「開示請求者」とあ とあるのは「訂正請求書」と、「開示請求者」とあ

るのは「訂正請求者」と、第３１条の２中「開示 るのは「訂正請求者」と、第３１条の２中「開示

請求」とあるのは「訂正請求」と、「第２５条第１ 請求」とあるのは「訂正請求」と、「第２５条から

項及び第２６条から第３０条まで」とあるのは「第 第３０条まで」とあるのは「第３５条から第３８

３５条第１項及び第３６条から第３８条まで」と 条まで」と読み替えるものとする。

読み替えるものとする。

（保有個人情報の訂正） （保有個人情報の訂正）

第３４条 （略） 第３４条 （同 左）

（訂正等の決定） （訂正等の決定）

第３５条 総括保護管理者は、前条の提出又は報告 第３５条 総括保護管理者は、前条の提出又は報告

に基づき、第３３条において準用する第２１条の に基づき、第３３条において準用する第２１条の

規定による補正に要した日数を除き、訂正請求が 規定による補正に要した日数を除き、訂正請求が

あった日から３０日以内に、保有個人情報の訂正 あった日から３０日以内に、保有個人情報の訂正

又は訂正をしない旨の決定を行うものとする。 又は訂正をしない旨の決定を行うものとする。

２ 総括保護管理者は、前項の決定を行うに際して

は、必要に応じて、委員会に意見を求めるものと

する。

（訂正等の決定通知） （訂正等の決定通知）

第３６条 総括保護管理者は、前条第１項の決定を 第３６条 総括保護管理者は、前条の決定を行った

行ったときは、訂正請求者に対し、所定の様式に ときは、訂正請求者に対し、所定の様式により通

より通知しなければならない。 知しなければならない。

（中 略）

（利用停止請求書の補正等に係る準用） （利用停止請求書の補正等に係る準用）

第４０条 第２１条から第２３条まで及び第３１条 第４０条 第２１条から第２３条まで及び第３１条

の２の規定は、利用停止請求書の補正、利用停止 の２の規定は、利用停止請求書の補正、利用停止

請求者への利用停止請求書の写しの交付、保護管 請求者への利用停止請求書の写しの交付、保護管

理者への利用停止請求書の写しの送付及び利用停 理者への利用停止請求書の写しの送付及び利用停

止請求に係る権限及び事務の専決について準用す 止請求に係る権限及び事務の専決について準用す

る。この場合において、第２１条から第２３条ま る。この場合において、第２１条から第２３条ま

での規定中「開示請求書」とあるのは「利用停止 での規定中「開示請求書」とあるのは「利用停止

請求書」と、「開示請求者」とあるのは「利用停止 請求書」と、「開示請求者」とあるのは「利用停止

請求者」と、第３１条の２中「開示請求」とある 請求者」と、第３１条の２中「開示請求」とある

のは「利用停止請求」と、「第２５条第１項及び第 のは「利用停止請求」と、「第２５条から第３０条

２６条から第３０条まで」とあるのは「第４２条 まで」とあるのは「第４２条から第４４条まで」



改 正 前 改 正 後

第１項、第４３条及び第４４条」と読み替えるも と読み替えるものとする。

のとする。

（保有個人情報の利用停止） （保有個人情報の利用停止）

第４１条 （略） 第４１条 （同 左）

（利用停止等の決定） （利用停止等の決定）

第４２条 総括保護管理者は、前条の報告に基づき、第４２条 総括保護管理者は、前条の報告に基づき、

第４０条において準用する第２１条の規定による 第４０条において準用する第２１条の規定による

補正に要した日数を除き、利用停止請求があった 補正に要した日数を除き、利用停止請求があった

日から３０日以内に、保有個人情報の利用停止又 日から３０日以内に、保有個人情報の利用停止又

は利用停止をしない旨の決定を行うものとする。 は利用停止をしない旨の決定を行うものとする。

２ 総括保護管理者は、前項の決定を行うに際して

は、必要に応じて、委員会に意見を求めるものと

する。

（利用停止等の決定通知） （利用停止等の決定通知）

第４３条 総括保護管理者は、前条第１項の決定を 第４３条 総括保護管理者は、前条の決定を行った

行ったときは、利用停止請求者に対し、所定の様 ときは、利用停止請求者に対し、所定の様式によ

式により通知しなければならない。 り通知しなければならない。

（中 略）

第４節 異議申立て 第４節 異議申立て

（異議申立てに対する措置） （異議申立てに対する措置）

第４５条 総括保護管理者は、法第４２条第１項の

規定による異議申立てが行われたときは、委員会

に意見を求めるものとする。

２ 総括保護管理者は、法第４２条第２項の規定に 第４５条 総括保護管理者は、法第４２条第１項の

より情報公開・個人情報保護審査会に諮問したと 規定による異議申立てが行われ、同条第２項の規

きは、所定の様式により、異議申立人その他法第 定により情報公開・個人情報保護審査会に諮問し

４３条各号に掲げる者（次項において「異議申立 たときは、所定の様式により、異議申立人その他

人等」という。）に対し、諮問をした旨を通知しな 法第４３条各号に掲げる者（次項において「異議

ければならない。 申立人等」という。）に対し、諮問をした旨を通知

しなければならない。

３ 総括保護管理者は、異議申立てに対する決定を ２ （同 左）

したときは、所定の様式により、異議申立人等に

通知するものとする。

（中 略）

（その他） （その他）

第４８条 この規程に定めるもののほか、本学にお 第４８条 この規程に定めるもののほか、本学にお

ける個人情報の保護に関し必要な事項は、委員会 ける個人情報の保護に関し必要な事項は、総括保

の議を経て総括保護管理者が定める。 護管理者が定める。

附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。


